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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，生の最期の段階において，直接の介護行為としてはあらわれない生
活上の諸課題を成年後見制度の利用を通して解決する研究に取り組んできた．従来の介護の社会化論ではあまり
論じられてこなかった，ケアの調整・管理・責任に関する家族役割が，成年後見制度によってどう社会化される
かを明らかにした．
ひとが人生の最期まで住み慣れた地域で暮らし続けていくためには，財産管理や身上監護，身元保証や看とり等
を地域で支える仕組みが不可欠である．そこで，生活協同組合やNPOによる任意後見制度や死後事務委任契約を
用いて，生活支援を，市場と地域といった市民社会で支えていく仕組みを一連の研究成果にまとめ，公表した．

研究成果の概要（英文）：For the elderly to continue living in the area that they are accustomed to 
until their death, it is indispensable to have a system where identity assurance and end-of-life 
care are supported on a community basis. Especially, I have shown that using a voluntary 
guardianship system, the lifestyle support which used to be the responsibility of an individual’s 
family can be performed by the community and the market. Having an NPO or co-op as a guardian in 
building a community-based comprehensive care system has important implications for the 
socialization of adult guardianship. We are planning to keep pursuing the significance and potential
 of adult guardianship through lifestyle support.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，認知症高齢者・知的障害者・精神障害者など，判断能力が不十分だとされた人びとが，社会の中でど
のようにして成年後見制度の利用を迫られていくのかを明らかにしようとすることをの目的としてきた．
成年後見の社会化には判断能力が低下した本人の財産をだれが管理するのか，ケアの処遇をめぐる意思決定をだ
れが担うべきかといった，超高齢社会における人びとの生活にきわめて重大な議論が内包されている．場合によ
って，成年後見制度の利用が家族の再編をもたらすこともある．本研究成果は各研究論文や単著『成年後見の社
会学』（勁草書房，2020年）にまとめられ，個人の問題ではなく社会的問題として議論する枠組を提供してき
た．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 これまでの成年後見制度の研究において，社会全体のなかで「成年後見の社会化」がい

かに進行していったのか，それが社会でいかなる社会的機能を果たしているのか，さらに

それによって人々の生活にはいかなる変化が生じているのか，といった点を総合的に捉え

る点が不十分であったことが，本研究の学術的な背景である． 

 成年後見制度を取り巻く様々なアクターを総合的に捉え，その連関構造の配置を総合的

に分析していく視点が必要であり，なかでも成年後見制度が適用される個々の生活場面の

分析のみならず，成年後見にかかわる諸機関の連関構造に着目することで，当該制度の社

会的な布置を明らかにする研究に取り組む必要があった． 

 とくに，成年後見制度が現代社会でいかに位置づけられているかを考察するには，制度

利用後だけでなく，利用前の分析が必要であり，成年後見制度の利用申立動機にもとづき，

人々がどのような生活課題に直面し，当制度の利用が社会から求められているかを，民間

企業・行政・後見人選任基準の連関関係から検討し，成年後見制度が果たす社会的な機能

を明らかにしたいと考えた． 

 

 

２．研究の目的 

 本研究は，民間企業・行政・後見人選任基準の連関関係から，現代社会における成年後

見制度の位相を明らかにするため，成年後見制度の利用／適用／運用に関与するアクター

の対応様式を以下３つの側面から分析することを試みた． 

 第一に，金融機関と生命保険会社でのフィールドワーク・インタビュー調査を実施する

こと．第二に，行政からみた成年後見制度の運用の分析を通して，地域福祉の観点から成

年後見制度を位置づけること．第三に，家庭裁判所における後見人の選任基準を検討する

こと，である． 

 以上を通して，成年後見の社会化の機序を可視化し，成年後見制度の社会的な機能を明

示し，現代社会における成年後見制度の位置づけを浮かび上がらせることを目的とした． 

 

 

３．研究の方法 

 民間企業・行政・後見人選任基準の連関関係から，成年後見の社会化という現象を以下

に分節化して整理し，現代社会における成年後見制度の位相を明らかにした．第一に，金

融機関での預貯金の取引や生命保険金等の支払請求など，民間企業が取引の法的安定性を

確保するために成年後見を必要とする現状を，内規と比較しながら明らかにした．第二に，

世帯構造の変化や家族機能の縮小，専門家の必要性，家族意識の変容等を背景として，成

年後見制度の利用に対するニーズが地域社会のうちに沈殿していくこと，それが表面化す

るのは，近隣住民や民生委員，コンビニ，病院等が成年後見制度のニーズ発見者というア

クターとなり，地域包括支援センターを介して行政に連絡するからである．行政では市町

村長申立制度の適用を慎重に判断しているが，このプロセスとこの判断基準について明ら

かにした．第三に，家庭裁判所における後見人の選任基準が，第三者の専門職後見人，と

りわけ法律専門職に傾いていくプロセスを分析し，現状の成年後見の社会化が，法律専門

職の主流化というかたちでの達成であったことを指摘した． 

 



４．研究成果 

 以上の研究を通して，成年後見の社会化が，概念的には「民間企業による制度普及」「申

立て費用の社会化」「脱家族化／専門職化としての社会化」「家計管理の社会化」「協議の場

としての社会化」「脱専門家としての社会化」といったかたちで，多様なかたちで進行して

いることを明らかにした．さらに，成年後見の社会化という概念の用法や語法が多義的に

開かれたものであり，今後の成年後見の展開についても，多様で豊かな社会化概念によっ

て描き直していくことが可能であることを論じ，各種研究論文や単著『成年後見の社会学』

（勁草書房，2020 年）として公表した． 
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